
 

(セグメント情報) 
 

１ 事業の種類別セグメント情報 
 (１)当中間期 

 
当中間期(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで) 

 
電気事業 
(百万円) 

エネルギー 
関連事業 
(百万円) 

情報通信 
事業 
(百万円) 

その他の 
事業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

 売上高        

 (1) 外部顧客に対する売上高 650,863 19,100 16,293  3,491 689,748 － 689,748 

 (2) セグメント間の内部売上高 
 又は振替高 1,183 34,746 15,142  6,216 57,288 (57,288) － 

計 652,046 53,846 31,435  9,707 747,036 (57,288) 689,748 

 営業費用 557,918 53,731 33,137  8,472 653,260 (58,271) 594,988 

 営業利益(又は営業損失) 94,128 115 (1,701) 1,234 93,776 982  94,759 

 
 (注) １ 事業区分の方法 
         事業活動における業務の種類を勘案して区分している。 
   ２ 各区分に属する主要な製品の名称等 

事業区分 主要な製品・事業活動 

電気事業 電力供給 

エネルギー関連事業 

液化天然ガスの受入・貯蔵・気化及び送出，熱供給事業・分散型電源事業及び
エネルギー有効利用コンサルティング，電気機械器具の製造及び販売，発電所
の建設及び保修工事，発電所の環境保全関連業務，土木・建築工事の調査及び
設計 

情報通信事業 
電気通信回線の提供，電気通信機器製造販売・工事及び保守，情報システム開
発・運用及び保守 

その他の事業 
有価証券の取得・保有及び事業資金の貸付，不動産の管理及び賃貸，用地業務
の受託 

   ３ 会計処理の方法の変更    
     (1) 送電線路等に係る地役権の減価償却 
       「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり,当中間期から，非償却資産

としていた送電線路等に係る地役権について減価償却を実施している。 
       この結果，従来の方法によった場合と比べて，電気事業の営業費用が 3,102百万円増加し,営業利益が

同額減少している。 
     (2) 使用済燃料再処理等引当金 
       「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり,使用済核燃料再処理引当金

については，従来，再処理費の期末要支払額の60％を使用済核燃料再処理引当金として計上してきた
が，当中間期から，再処理等を行う具体的な計画を有する使用済燃料の再処理等に要する費用の見積
額のうち，当中間期末において発生していると認められる額を使用済燃料再処理等引当金として計上
する方法に変更している｡ 

       この結果，従来の方法によった場合と比べて，電気事業の営業費用が 196百万円減少し，営業利益が
同額増加している。 

   ４ 事業区分の方法の変更 
     事業区分については，従来，「電気事業」「情報通信事業」「その他の事業」の３区分で表示していたが，

当中間期より，「電気事業」及び「その他の事業」に含めていた一般電気事業以外の総合エネルギー事業を
「エネルギー関連事業」として区分し，「電気事業」「エネルギー関連事業」「情報通信事業」「その他の
事業」の４区分で表示している。これは，本年３月策定の「中期経営方針」に定める事業領域との整合を図
り，当社グループの事業展開をより適切に反映させ，事業の種類別セグメント情報の有用性を高めるための
ものである。 

     なお，前年中間期及び前期の事業の種類別セグメント情報を当中間期において用いた事業区分の方法によ
り区分すると，次のとおりとなる。 

 
前年中間期(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで) 

 
電気事業 
(百万円) 

エネルギー 
関連事業 
(百万円) 

情報通信 
事業 
(百万円) 

その他の 
事業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

 売上高        

 (1) 外部顧客に対する売上高 679,200 18,437  15,702  2,704 716,045 － 716,045 

 (2) セグメント間の内部売上高 
 又は振替高 1,205 32,091  13,445  6,424 53,167 (53,167) － 

計 680,406 50,529  29,147  9,129 769,212 (53,167) 716,045 

 営業費用 541,428 51,320  30,976  7,343 631,068 (54,468) 576,599 

 営業利益(又は営業損失) 138,977 (790) (1,828) 1,785 138,144 1,301  139,445 
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前期(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで) 

 
電気事業 
(百万円) 

エネルギー 
関連事業 
(百万円) 

情報通信 
事業 
(百万円) 

その他の 
事業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

 売上高        

 (1) 外部顧客に対する売上高 1,320,581 47,149 34,714  6,283 1,408,728 － 1,408,728 

 (2) セグメント間の内部売上高 
 又は振替高 

2,414 76,081 34,485  13,160 126,142 (126,142) － 

計 1,322,995 123,230 69,200  19,444 1,534,870 (126,142) 1,408,728 

 営業費用 1,117,674 119,824 69,950  15,635 1,323,085 (128,091) 1,194,993 

 営業利益(又は営業損失) 205,321 3,405 (750) 3,809 211,785 1,948  213,734 

 

 
 (２)前年中間期及び前期 
 
前年中間期(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで) 

 
電気事業 
(百万円) 

情報通信 
事業 
(百万円) 

その他の 
事業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

   売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 679,200 15,702  21,142 716,045 － 716,045 

(2) セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

1,205 13,445  38,328 52,979 (52,979) － 

計 680,406 29,147  59,470 769,024 (52,979) 716,045 

   営業費用 541,428 30,976  58,475 630,880 (54,281) 576,599 

   営業利益(又は営業損失) 138,977 (1,828) 994 138,144 1,301  139,445 

 
前期(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで) 

 
電気事業 
(百万円) 

情報通信 
事業 
(百万円) 

その他の 
事業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は   
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

   売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 1,320,581     34,714 53,432 1,408,728 － 1,408,728 

(2) セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

2,414     34,485 88,804 125,704 (125,704) － 

計 1,322,995     69,200 142,236 1,534,433 (125,704) 1,408,728 

   営業費用 1,117,674     69,950 135,022 1,322,647 (127,653) 1,194,993 

   営業利益(又は営業損失) 205,321 (750) 7,214 211,785      1,948 213,734 

 
 (注) １ 事業区分の方法 

         事業活動における業務の種類を勘案して区分している。 

   ２ 各区分に属する主要な製品の名称等 

事業区分 主要な製品・事業活動 

電気事業 電力供給 

情報通信事業 
電気通信回線の提供，電気通信機器製造販売・工事及び保守，情報システム開
発・運用及び保守 

その他の事業 

液化天然ガスの受入・貯蔵・気化及び送出，熱供給事業・分散型電源事業及び
エネルギー利用コンサルティング，有価証券の取得・保有及び事業資金の貸
付，不動産の管理及び賃貸，電気機械器具の製造及び販売，発電所の建設及び
保修工事，発電所の環境保全関連業務，土木・建築工事の調査及び設計，用地
業務の受託 
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２ 所在地別セグメント情報 

 当中間期(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで) 

 当中間期における全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため，その記

載を省略している。 

 

 前年中間期(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで) 

 在外連結子会社及び在外支店がないため，該当事項はない。 

 

 前期(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで) 

 在外連結子会社及び在外支店がないため，該当事項はない。 

 

３ 海外売上高 

 当中間期(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで) 

 当中間期における海外売上高は，連結売上高の10％未満のため，その記載を省略している。 

 

 前年中間期(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで) 

 当中間期における海外売上高は，連結売上高の10％未満のため，その記載を省略している。 

 

 前期(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで) 

 当期における海外売上高は，連結売上高の10％未満のため，その記載を省略している。 

 

 

(リース取引関係<連結>) 

 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。 
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